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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高配向ポリマーを含むポリマー繊維から製造された繊維状テープであって、
　前記ポリマー繊維の全質量の少なくとも９５質量％が、前記テープの長手方向に配向し
ており、
　互いに隣接する前記ポリマー繊維は隣接長さにわたって互いに融着することができ、
　前記テープが少なくとも１．２Ｎ／ｔｅｘのテナシティおよび５～２５０ｇ／ｍ２の間
の面密度を有し、前記テープが少なくとも０．５ＭＰａの横強度を有する、テープ。
【請求項２】
　前記ポリマーがポリオレフィンである、請求項１に記載のテープ。
【請求項３】
　前記ポリマーが超高分子量ポリエチレン（ＵＨＭＷＰＥ）である、請求項１に記載のテ
ープ。
【請求項４】
　前記テープの断面アスペクト比の厚さ対幅が、最大１：５０である、請求項１～３のい
ずれか一項に記載のテープ。
【請求項５】
　前記テープのテナシティが、少なくとも１．５Ｎ／ｔｅｘである、請求項１～４のいず
れか一項に記載のテープ。
【請求項６】



(2) JP 6743340 B2 2020.8.19

10

20

30

40

50

　前記横強度が、少なくとも０．６ＭＰａである、請求項１～５のいずれか一項に記載の
テープ。
【請求項７】
　前記ポリマーを含む前記繊維が、前記ポリマーに対する溶媒を少なくとも１０ｐｐｍ含
む、請求項１～６のいずれか一項に記載のテープ。
【請求項８】
　繊維状テープを含む少なくとも２つの単層、または織物繊維状テープの少なくとも１つ
の層を含むシートであって、前記繊維状テープが請求項１～７のいずれか一項から選択さ
れる、シート。
【請求項９】
　単層中の前記繊維状テープの方向が、隣接する単層中の繊維状テープの方向に対して角
度αであり、または織物繊維状テープの前記層が、横糸および縦糸の織物テープを含み、
織物繊維状テープの前記層中の前記横糸および前記縦糸の織物テープの配向方向が角度β
であり、αまたはβが２０～９０°の間である、請求項８に記載のシート。
【請求項１０】
　少なくとも２枚の請求項８または９に記載のシートを含む、対弾道物品。
【請求項１１】
　０．２５Ｋｇ／ｍ２～２５０Ｋｇ／ｍ２の間の面密度を有する、請求項１０に記載の対
弾道物品。
【請求項１２】
　前記対弾道物品は、前記シートが積層され圧縮されたパネルであり、
　中間テープによって分離された２つのテープの間にある数の接点を含み、接点の数は前
記中間テープの幅１メートルの単位当たり２０未満であり、接点は、前記中間テープの分
離によって生じる中間テープによって分離された前記２つのテープのテープ間相互作用に
相当し、
　前記中間テープ及び前記２つのテープは、請求項１～７のいずれか一項から選択される
繊維状テープである、請求項１０または１１に記載の対弾道物品。
【請求項１３】
　請求項１～７のいずれか一項に記載の繊維状テープの製造方法であって：
　（ａ）高配向ポリマーを含む繊維を提供するステップであって、前記繊維が少なくとも
１．２Ｎ／ｔｅｘのテナシティを有するステップと、
　（ｂ）前記繊維を含む層を形成するステップと、
　（ｃ）長手方向の引張力を前記層中の前記繊維に加えるステップと、
　（ｄ）少なくとも１．０１の延伸比で前記繊維層を延伸して延伸層を形成するステップ
と；
　（ｅ）前記延伸層を処理温度Ｔｐで圧縮手段に供給するステップと；
　（ｆ）温度Ｔｃを有する圧縮手段によって前記層を圧縮することによって、前記繊維の
延伸層を圧縮して繊維状テープを形成するステップと；
　（ｇ）場合により、前記繊維状テープを最大１．１の延伸比で延伸するステップと、
　（ｈ）機械的性質の低下を防止するのに十分な張力下で、８０℃以下の温度まで前記繊
維状テープを冷却するステップとを含み；
Ｔｍは前記ポリマーの溶融温度であり、
Ｔｍ＞Ｔｐ≧Ｔｍ－３０Ｋであり、
Ｔｃ≦Ｔｐ－３Ｋである、方法。
【請求項１４】
　Ｔｍ＞Ｔｐ≧Ｔｍ－１５Ｋであり、
Ｔｃ≦Ｔｐ－１５Ｋである、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記ポリマーがＵＨＭＷＰＥである、請求項１３または１４に記載の方法。
【請求項１６】
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　フィラメントがステップ（ａ）から（ｆ）の間に、１．０２～３．０の延伸比で延伸さ
れる、請求項１３～１５のいずれか一項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【発明の詳細な説明】
【０００１】
　本発明は、高配向ポリマーを含む繊維から製造された繊維状テープであって、少なくと
も１．２Ｎ／ｔｅｘのテナシティ、および５～２５０ｇ／ｍ２の間の面密度を有する繊維
状テープに関する。本発明は、高配向ポリマーを含む前記繊維から前記繊維状テープを製
造する方法にも関する。
【０００２】
　このようなテープは、国際公開第２０１３／１３１９９６号パンフレットから周知であ
る。国際公開第２０１３／１３１９９６号パンフレットには、複数の融着した高テナシテ
ィＵＨＭＷＰＥフィラメントから製造され３．５４Ｎ／ｔｅｘのテナシティおよび約３５
ｇ／ｍ２の面密度を有する繊維状テープが開示されている。国際公開第２０１３／１３１
９９６号パンフレットに開示されるテープは、０．２～１５ｇ／ｍ２の間の面密度でプラ
ストマー層とさらに接触している。
【０００３】
　国際公開第２０１３／１３１９９６号パンフレットによるテープは、対弾道パネルなど
の用途に十分な強度および性能を示すが、これらはテープおよび／またはそれらのテープ
を含むシートの取り扱い中に欠陥を示し、これはテープの望ましくない分裂によるテープ
中の欠陥の発生によって示される。さらに、弾道用途でのテープの性能はさらに改善可能
である。
【０００４】
　本発明の目的は、最適化された取り扱い特性を有し、それによって分離によるテープの
欠陥が少なくなる繊維状テープを提供することである。本発明のさらなる目的の１つは、
改善された対弾道性能を有するテープを提供することであってよい。
【０００５】
　この目的は、本発明により少なくとも０．５ＭＰａの横強度を有するテープを提供する
ことによって実現される。そのように改善された横強度を有するテープは、改善された取
り扱い特性を得ることができることが分かった。本発明によるテープは、より容易に取り
扱うことができ、欠陥が実質的により少ない対弾道シートおよび対弾道パネルに加工でき
ることが分かった。本発明によるテープによって、最適化された対弾道性能を有する対弾
道シートおよびパネルを得ることができることがさらに分かった。
【０００６】
　繊維状テープは、国際公開第２０１２／０８０２７４号パンフレットおよび国際公開第
２０１３／１３０１６０号パンフレットなどの別の特許出願からも周知となっている。ま
た、それらに開示される繊維状テープは、高テナシティを有するが、前述の結果も示す。
【０００７】
　本明細書において、用語「繊維状テープ」は、ポリマーを含む繊維が前駆体材料として
使用される方法によって得られるテープであると理解される。繊維状テープは、ポリマー
粉末、またはポリマーの紡糸溶液もしくは溶融物の圧縮によって通常は得られる非繊維状
テープとは構造的に異なる。本発明による繊維状テープの断面は、顕微鏡で観察すると、
テープを形成する繊維の間に境界を有する。この前駆体繊維の観察可能な境界は、繊維状
テープ中の前駆体繊維の間の実質的に直線の境界として認識することができ、前駆体繊維
は、主として多角形の断面、たとえば六角形、五角形、または長方形の断面を有すること
ができる。
【０００８】
　本発明の繊維状テープは、ある繊維長を有し隣接するポリマー繊維を含み、隣接する繊
維は、ある隣接長さにわたって互いに融着することができる。好ましくは複数の繊維、す
なわち２つ以上の繊維がこのようなテープの作製に使用され、複数の繊維は、繊維を含む
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１つまたは２つ以上のヤーンによって得ることができる。好ましくは、隣接長さは、繊維
の長さの少なくとも５０％、より好ましくは少なくとも７０％、最も好ましくは少なくと
も９０％である。より好ましくは、ポリマー繊維の隣接長さは、繊維の長さとほぼ同じで
ある。隣接するポリマー繊維が互いに融着することができる隣接長さは、繊維の融着の程
度の尺度となる。繊維の融着の程度は、本明細書で以下に詳細に説明するように調節する
ことができ、隣接長さは、調節可能な視野深度、および／またはコントラスト増強装置が
好ましくは設けられた顕微鏡を用いて測定することができる。２本の少なくとも部分的に
融着した繊維と、２本の融着していない繊維との間の差は、融着した繊維では、繊維を接
触状態に維持する融着部分にわたって互いに対しての一方の移動が妨害されることである
。したがって本発明の状況における繊維状テープは、繊維と、繊維を互いに封入し維持す
る弾性樹脂またはポリマーマトリックスとを含む当技術分野において周知の単層とは構造
的に異なる。当技術分野において周知の上記単層とは対照的に、本発明のテープの繊維は
、前述の隣接繊維の相互作用によって実質的に互いに維持される。本発明の繊維状テープ
は、テープを形成する繊維の間に配置される樹脂および接着剤を実質的に有さない。好ま
しくは繊維状テープは、樹脂および接着剤を実質的に有さない。実質的に有さないとは、
繊維状テープが、５重量％未満、好ましくは３重量％未満、より好ましくは２重量％未満
、最も好ましくは１重量％未満の樹脂または接着剤を含むものと理解される。
【０００９】
　本明細書においてテープは、長手方向、幅、厚さ、および断面アスペクト比、すなわち
厚さ対幅の比を有する細長い物体であると理解される。上記断面は、テープの長手方向に
対して実質的に垂直であるとして定義される。テープの長手方向、すなわち縦方向は、融
着した繊維の向きに実質的に相当する。本発明のテープの長さ寸法は特に限定されない。
この長さは１０ｋｍを超えてもよく、主としてポリマー繊維、およびテープの製造に使用
されるプロセスによって決定される。にもかかわらず、上記テープは、利便性の理由で、
想定される用途の要求により、より小さなサイズで製造することができる。
【００１０】
　好ましい一実施形態では、本発明のテープは、平均断面アスペクト比（厚さ：幅）が最
大１：５０、好ましくは最大１：１００、より好ましくは最大１：５００、さらにより好
ましくは最大１：１０００である。繊維状テープの幅は、好ましくは２ｍｍ～３０００ｍ
ｍの間、より好ましくは１０ｍｍ～２５００ｍｍの間、さらにより好ましくは２０ｍｍ～
２０００ｍｍの間、さらにより好ましくは５０ｍｍ～１８００ｍｍの間、最も好ましくは
８０ｍｍ～１６００ｍｍの間である。繊維状テープは、好ましくは厚さが１μｍ～２００
μｍの間、より好ましくは３μｍ～１２０μｍの間、さらにより好ましくは５μｍ～１０
０μｍの間、さらにより好ましくは８μｍ～８０μｍの間、最も好ましくは１０μｍ～５
０μｍの間である。本明細書において、幅は、テープの断面の周囲上の２点間の最大距離
であり、上記断面はテープの長さと直交すると理解される。本明細書において、厚さは、
上記断面の周囲上の２点間の距離であって、上記距離はテープの幅に対して垂直であると
理解される。テープの幅および厚さは、当技術分野において周知の方法、たとえばルーラ
ーおよび顕微鏡、またはマイクロメーターをそれぞれ用いる方法により測定することがで
きる。従来技術のテープとは対照的に、本発明によるテープは、上記の好ましい幅および
厚さの範囲内で製造しながら、対弾道物品に加工した後にテープの欠陥が少ない量で維持
されることが確認された。
【００１１】
　本明細書において、繊維は、その横方向寸法よりもはるかに大きい長さを有する細長い
物体であると理解される。繊維は、規則的な丸みを帯びた断面、たとえば楕円形または円
形；または不規則な断面、たとえば葉形、Ｃ字型、またはＵ字型を有することができる。
繊維は、当技術分野においてフィラメントと呼ばれる連続的な長さを有することができる
し、または当技術分野において短繊維と呼ばれる不連続な長さを有することができる。短
繊維は、一般にフィラメントの切断または牽切によって得られる。本発明の目的のための
ヤーンは、多数の繊維を含有する細長い物体である。繊維は、ある断面アスペクト比、す
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なわち繊維断面の周囲上の２点間の最大距離と、同じ周囲上の２点間の最小距離との間の
比を有する。好ましくは繊維の断面アスペクト比は、最大１０：１、より好ましくは最大
５：１およびさらにより好ましくは３：１である。
【００１２】
　本発明に好適なポリマー繊維の例としては、ポリアミドおよびポリアラミド、たとえば
ポリ（ｐ－フェニレンテレフタルアミド）（ケブラー（Ｋｅｖｌａｒ）（登録商標）とし
て知られている）；ポリ（テトラフルオロエチレン）（ＰＴＦＥ）；ポリ｛２，６－ジイ
ミダゾ－［４，５ｂ－４’，５’ｅ］ピリジニレン－１，４（２，５－ジヒドロキシ）フ
ェニレン｝（Ｍ５として知られている）；ポリ（ｐ－フェニレン－２，６－ベンゾビスオ
キサゾール）（ＰＢＯ）（ザイロン（Ｚｙｌｏｎ）（登録商標）として知られている）；
ポリ（ヘキサメチレンアジパミド）（ナイロン６，６として知られている）、ポリ（４－
アミノ酪酸）（ナイロン６として知られている）；ポリエステル、たとえばポリ（エチレ
ンテレフタレート）、ポリ（ブチレンテレフタレート）、およびポリ（１，４シクロヘキ
シリデンジメチレンテレフタレート）；ポリビニルアルコール；たとえば米国特許第４，
３８４，０１６号明細書によって知られているサーモトロピック液晶ポリマー（ＬＣＰ）
；ポリオレフィン、たとえばポリエチレンおよび／またはポリプロピレンのホモポリマー
およびコポリマー；ならびにそれらの組合せから製造された繊維が挙げられるが、これら
に限定されるものではない。
【００１３】
　ポリマーがポリオレフィン、好ましくはポリエチレンである場合に良好な結果を得るこ
とができる。好ましいポリエチレンは、高分子量または超高分子量ポリエチレン（ＵＨＭ
ＷＰＥ）である。ポリエチレン繊維は、当技術分野において周知のあらゆる技術によって
、好ましくは溶融紡糸法またはゲル紡糸法によって製造することができる。最も好ましい
繊維は、ゲル紡糸ＵＨＭＷＰＥ繊維、たとえばＤＳＭダイニーマ（ＤＳＭ　Ｄｙｎｅｅｍ
ａ），ＮＬよりダイニーマ（Ｄｙｎｅｅｍａ）（登録商標）の商標で販売されるものであ
る。溶融紡糸法が使用される場合、その製造に使用されるポリエチレン出発物質は、好ま
しくは重量平均分子量が２０，０００～６００，０００ｇ／ｍｏｌの間、より好ましくは
６０，０００～２００，０００ｇ／ｍｏｌの間である高分子量ポリエチレンである。溶融
紡糸プロセスの一例が、参照により本明細書に援用される欧州特許第１，３５０，８６８
号明細書に開示されている。上記繊維の製造にゲル紡糸法が使用される場合、固有粘度（
ＩＶ）が好ましくは少なくとも５ｄＬ／ｇ、より好ましくは少なくとも８ｄＬ／ｇ、最も
好ましくは少なくとも１２ｄＬ／ｇであるＵＨＭＷＰＥが好ましくは使用される。好まし
くはＩＶは最大４０ｄＬ／ｇ、より好ましくは最大３０ｄＬ／ｇ、より好ましくは最大２
５ｄＬ／ｇである。好ましくは、ＵＨＭＷＰＥは、Ｃ原子１００個当たり１つ未満の側鎖
、より好ましくはＣ原子３００個当たり１つ未満の側鎖を有する。好ましくはＵＨＭＷＰ
Ｅ繊維は、米国特許第４，４１３，１１０号明細書、英国特許出願公開第２０４２４１４
　Ａ号明細書、英国特許出願公開第Ａ－２０５１６６７号明細書、国際公開第０１／７３
１７３Ａ１号パンフレットなどの多数の刊行物に開示されるようなゲル紡糸法により製造
される。
【００１４】
　ポリマー繊維のテナシティまたは引張強度は、好ましくは少なくとも１．２Ｎ／ｔｅｘ
、より好ましくは少なくとも２．５Ｎ／ｔｅｘ、最も好ましくは少なくとも３．５Ｎ／ｔ
ｅｘである。ポリマーの繊維が少なくとも２Ｎ／ｔｅｘ、より好ましくは少なくとも３Ｎ
／ｔｅｘのテナシティを有するＵＨＭＷＰＥ繊維である場合に最良の結果が得られた。
【００１５】
　本発明のテープのテナシティは、好ましくは少なくとも１．５Ｎ／ｔｅｘ、好ましくは
少なくとも２．０Ｎ／ｔｅｘ、より好ましくは少なくとも２．５Ｎ／ｔｅｘ、さらにより
好ましくは少なくとも３．０Ｎ／ｔｅｘ、最も好ましくは少なくとも３．５Ｎ／ｔｅｘで
ある。テナシティが増加したテープ、弾道特性がさらに改善されたシートおよびパネルを
得ることが可能なことが確認された。
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【００１６】
　本発明の繊維状テープは少なくとも０．５ＭＰａの横強度を有する。テープの横強度が
増加すると、通常はテナシティなどの他の機械的性質が犠牲となることが当技術分野にお
いて知られているので、このような横強度の実現は本発明者らには驚くべきことであった
。０．５ＭＰａを超える横強度を有する繊維状テープを製造しながら、使用される繊維の
テナシティを実質的に維持できる方法を初めて特定したことが、本発明者らの功績である
と考えられる。好ましくは本発明のテープの横強度は、少なくとも０．６ＭＰａ、より好
ましくは少なくとも０．７ＭＰａ、さらにより好ましくは少なくとも０．８ＭＰａ、最も
好ましくは少なくとも０．９ＭＰａである。このような好ましいレベルへの横強度の増加
によって、テープの取り扱い特性がさらに改善され、それより製造された対弾道物品中の
欠陥量をさらに減少させることが可能なことが確認された。本発明の状況において繊維状
テープの横強度は、その幅方向に対して垂直の断面領域に沿ってテープを破断させるのに
必要なニュートン（Ｎ）の単位の力を、上記断面領域の表面（単位ｍｍ２）で割ったもの
を意味する。したがって上記横強度は、ＭＰａの単位、またはＮ／ｍｍ２の単位で表され
る。横強度の測定に関するさらなる詳細は、測定方法の項で見ることができる。
【００１７】
　本発明によるテープが製造される繊維が、繊維の製造に使用されるポリマーの溶媒を１
０ｐｐｍ～１重量％の間で含有する場合に、横強度とテナシティとの間のバランスをさら
に改善できることがさらに分かり、この重量パーセント値は、繊維の全重量に対する溶媒
の重量として表される。したがって、本発明のテープの好ましい一実施形態は、テープの
製造に使用されたポリマーを含む繊維が、ポリマーの溶媒を少なくとも１０ｐｐｍ、好ま
しくは２０ｐｐｍ、最も好ましくは５０ｐｐｍ含む。１重量％を超える含有量は、もはや
実質的に改善に寄与しないか、またはさらには横強度が低下する。上記理由から、繊維中
の溶媒含有量は、好ましくは１０ｐｐｍ～１重量％、より好ましくは２０ｐｐｍ～０．５
重量％、さらにより好ましくは５０ｐｐｍ～０．１重量％の間、最も好ましくは０．０１
重量％～０．１重量％の間である。
【００１８】
　ここで、溶媒は、対象となるポリマーを溶解させることが可能な物質であると理解され
る。ポリマーの適切な溶媒は当技術分野において周知である。それらは、たとえば、‘Ｐ
ｏｌｙｍｅｒ　Ｈａｎｄｂｏｏｋ’，Ｊ．Ｂｒａｎｄｒｕｐ　ａｎｄ　Ｅ．Ｈ．Ｉｍｍｅ
ｒｇｕｔ，ｔｈｉｒｄ　ｅｄｉｔｉｏｎ，ｃｈａｐｔｅｒ　ＶＩＩ，ｐａｇｅｓ　３７９
－４０２から選択することができる。ポリオレフィン、特にポリエチレンに適切な溶媒の
例は、単独でまたは組合せとしての、デカリン、テトラリン、トルエン、ヘキサンなどの
低級ｎ－アルカン、（パラ－）キシレン、パラフィンオイル、スクアラン、鉱油、パラフ
ィンワックス、シクロオクタンである。前述の理由から、溶媒は、最も好ましくはパラフ
ィン油、パラフィンワックス、またはデカリンである。
【００１９】
　好ましくは、溶媒はパラフィンオイルなどの高沸点溶媒である。このような溶媒によっ
て、さらに改善された横強度を有する繊維状テープが得られることが確認された。好まし
くは、これらは、ポリマーの溶融温度よりも実質的に高い、好ましくは少なくとも５０Ｋ
、より好ましくは少なくとも１００Ｋ高い沸騰温度を有する溶媒である。繊維の溶融温度
は、国際公開第２００９／０５６２８６号パンフレットの１３ページに記載のような方法
を用いてＤＳＣによって測定することができる。
【００２０】
　繊維中の溶媒の存在は、多数の原因が存在しうる。たとえば、繊維中に存在する溶媒は
、繊維の紡糸プロセス中に使用される溶媒の残りであってよいし、または繊維の紡糸プロ
セスまたは繊維状テープの製造の前、最中、または後に意図的に加えられてもよい。
【００２１】
　本発明の状況では、高配向ポリマーの繊維は、ポリマー鎖が繊維方向と実質的に平行で
あるとして定義される。好ましくは、配向度Ｆは少なくとも０．９５、より好ましくは少
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なくとも０．９７およびさらにより好ましくは少なくとも０．９８である。配向度は、式
Ｆ＝（９０°－Ｈ°／２）９０°で定義され、式中、Ｈ°は、赤道上の最強反射のデバイ
環に沿った最大強度の高さの半値幅である。
【００２２】
　本発明の繊維状テープ、またはそれより製造されたシートおよび／または対弾道物品は
、バインダーまたはマトリックス材料も含むことができる。上記バインダーまたはマトリ
ックス材料は、ポリマー繊維の間、または繊維状テープの間に存在することができる。種
々のバインダーまたはマトリックスを使用することができ、その例としては熱硬化性材料
および熱可塑性材料を挙げることができる。多種多様の熱硬化性材料を利用できるが、エ
ポキシ樹脂またはポリエステル樹脂が最も一般的である。好適な熱硬化性および熱可塑性
材料は、たとえば、参照により本明細書に援用される国際公開第９１／１２１３６Ａ１号
パンフレット（１５～２１ページ）に列挙されている。熱硬化性材料の群からは、ビニル
エステル、不飽和ポリエステル、エポキシド、またはフェノール樹脂が好ましい。熱可塑
性材料の群からは、ポリウレタン、ポリビニル、ポリアクリル、ポリブチレンテレフタレ
ート（ＰＢＴ）、ポリオレフィン、または熱可塑性エラストマー性ブロックコポリマー、
たとえばポリイソプロペン－ポリエチレン－ブチレン－ポリスチレンまたはポリスチレン
－ポリイソプレン－ポリスチレンブロックコポリマーが好ましい。
【００２３】
　しかし、より好ましくは、繊維状テープは、ポリマー繊維の間にバインダーおよびマト
リックス材料を実質的に有さない。バインダーおよびマトリックス材料を有さないことで
、本発明の材料の弾道特性が改善されうることが確認された。
【００２４】
　さらなる好ましい一実施形態では、たとえば参照により本明細書に援用される国際公開
第２０１３／１３１９９６号パンフレットの特に９、１１、および１２ページに開示され
るように、バインダーまたはマトリックス材料は、繊維状テープの上または間に存在する
。
【００２５】
　本発明はさらに、本発明のテープの製造方法であって：
　（ａ）高配向ポリマーを含む繊維を提供するステップであって、前記繊維が少なくとも
１．２Ｎ／ｔｅｘのテナシティを有するステップと、
　（ｂ）上記繊維を含む層を形成するステップと、
　（ｃ）長手方向の引張力を上記層中の繊維に加えるステップと、
　（ｄ）少なくとも１．０１の延伸比で上記繊維層を延伸して延伸層を形成するステップ
と；
　（ｅ）延伸層を処理温度Ｔｐで圧縮手段に供給するステップと；
　（ｆ）層を圧縮手段によって圧縮することによって、繊維の延伸層を圧縮して繊維状テ
ープを形成するステップであって、圧縮手段が温度Ｔｃを有するステップと；
　（ｇ）場合により、繊維状テープを最大１．１の延伸比で延伸するステップと、
　（ｈ）機械的性質の低下を防止するのに十分な張力下で、８０℃以下の温度まで繊維状
テープを冷却するステップとを含み；
Ｔｍはポリマーの溶融温度であり、Ｔｍ＞Ｔｐ≧Ｔｍ－３０Ｋであり、Ｔｃ≦Ｔｐ－３Ｋ
である、方法に関する。
【００２６】
　本発明の方法を用いると、周知繊維状テープよりも高い横強度を有するテープを得るこ
とができることが確認された。
【００２７】
　本発明による方法により製造された繊維状テープの機械的性質は、そのテープの製造に
使用される繊維の機械的性質と同程度であることもさらに確認された。これまでポリマー
繊維から製造されたテープの機械的性質は、通常はポリマー繊維の機械的性質よりもはる
かに劣っていたため、このことも驚くべきことであった。したがって、本発明は、本発明
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の方法によって得ることができる繊維状テープにも関する。好ましくは、本発明の方法に
よって得ることができる繊維状テープは、上記繊維状テープの製造に使用されるポリマー
繊維のテナシティよりも、最大２０％低いテナシティを有し、繊維状テープの製造に使用
されるポリマー繊維よりも、より好ましくは最大１０％、最も好ましくは最大５％低いテ
ナシティを有する。種々のテナシティおよびモジュラスを有するポリマー繊維が本発明の
テープの製造に使用される場合、考慮されるポリマー繊維のテナシティまたはモジュラス
は、種々のポリマー繊維の平均のテナシティおよびモジュラスである。
【００２８】
　好ましくは、本発明の方法のステップ（ａ）において、複数の高配向ポリマー繊維は、
加撚されている場合もされていない場合もある少なくとも１つのヤーン、より好ましくは
２つ以上のヤーンとして提供される。好ましくはヤーンは、ヤーン１００ｃｍ当たり１回
未満の撚り数、より好ましくはヤーン２００ｃｍ当たり１回未満、さらにより好ましくは
４００ｃｍ当たり１回未満の撚り数を有する。最も好ましくはヤーンは、実質的に加撚さ
れない。加撚されたヤーンがプロセスに供給される場合、当業者であれば、繊維を含む層
を形成するステップ（ｂ）の前または最中に、供給されたヤーンから撚りを取り除く手段
を認識しているであろう。
【００２９】
　本発明の方法によると、ステップ（ｂ）において、ポリマー繊維から繊維を含む層、好
ましくは繊維の層が形成される。上記層は、不規則な方向の繊維、または平行な列での配
列などの規則的な方向の繊維を含むことができるさまざまな種類の構成で配列された繊維
であってよい。最も好ましい繊維の層は、大部分の繊維、たとえば層を形成する繊維の全
質量の少なくとも５０質量％、より好ましくは少なくとも７５質量％、さらにより好まし
くは少なくとも９５質量％、最も好ましくは約１００質量％が、１つの共通の方向に沿っ
て実質的に平行に配列される一方向の網目構造である。ポリマー繊維の一方向の配列は、
隣接する繊維が重なり合い、好ましくは隣接する繊維間に間隙が実質的に存在しないよう
に、一方向に整列された繊維の実質的に直線の列を形成可能な当技術分野において周知の
種々の標準的な技術によって実現できる。このような技術の一例が、参照により本明細書
に援用される国際公開第２００９／００５６２８６号パンフレットに記載されており、こ
の場合、ポリマー繊維を張力下で巻き出しステーションから、リールおよびその後の複数
のスプレッダーバーなどの配列手段に通して供給することによって、隣接し一方向に整列
したポリマー繊維を含む層を適切に形成することができる。このような層中の繊維の実質
的に平行な配列によって、さらに改善された横強度を有するテープが得られることが確認
された。
【００３０】
　ポリマー繊維を含む層の厚さは、好ましくはステップ（ｄ）の延伸、および圧縮ステッ
プ（ｆ）の後にテープの所望の厚さが得られるように選択される。この層は、繊維のほぼ
直径の最小限の厚さを有することができる。好ましくは層の厚さは、繊維の厚さの少なく
とも２倍である。
【００３１】
　好ましくは、本発明の方法は、ステップ（ｄ）の層の延伸の前または最中に繊維をＴｍ

未満の温度まで予備加熱する追加のステップ（ｂ１）を含む。層の予備加熱は、ある滞留
時間の間、予備加熱温度に設定したオーブン中に層を維持する、層を熱放射に曝露する、
または加熱流体または加熱表面などの加熱媒体に層を接触させることによって行うことが
できる。好ましくは、予備加熱温度は、Ｔｍ－２Ｋ～Ｔｍ－３０Ｋの間、より好ましくは
Ｔｍ－３Ｋ～Ｔｍ－２０Ｋの間、最も好ましくはＴｍ－５Ｋ～Ｔｍ－１５Ｋの間である。
滞留時間は、好ましくは２～１００秒の間、より好ましくは３～６０秒の間、最も好まし
くは４～３０秒の間である。
【００３２】
　本発明の方法の間、ステップ（ｄ）で、層は少なくとも１．０１の延伸比で延伸される
。より好ましくは延伸比は少なくとも１．０３、さらにより好ましくは少なくとも１．０
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５、最も好ましくは少なくとも１．０８である。層に対して使用できる最大延伸比は、本
発明の方法に使用される繊維の延伸性によって実質的に制限されうる。にもかかわらず、
圧縮ステップ（ｆ）の前に層に使用される延伸比が大きすぎると、繊維状テープの加工中
または加工後にテープのフィブリル化または分裂など、製造されるテープに望ましくない
欠陥が生じる場合があることが確認された。したがって、ステップ（ｄ）の延伸は、２．
０未満、好ましくは１．８未満、より好ましくは１．５未満、最も好ましくは１．３未満
の延伸比に好ましくは制限される。さらなる好ましい一実施形態では、層の延伸比は、１
．０１～２．０の間、好ましくは１．０３～１．８の間、より好ましくは１．０５～１．
５の間、最も好ましくは１．０８～１．３の間であってよい。このように制限された延伸
比において、さらに改善された性質を有する繊維状テープを得ることが可能なことが確認
された。
【００３３】
　本発明の別の方法の１つでは、その方法は、高テナシティ繊維の製造方法の不可欠の部
分を形成することができ、その方法の延伸ステップ（ｂ）は、繊維に対して行われる延伸
作業の最後の延伸ステップとなる。延伸ステップの数、および上記延伸ステップのそれぞ
れの延伸比によって決定されるが、ステップ（ｄ）の延伸比は、２．０～１０の間、好ま
しくは２．５～９．０の間、より好ましくは３．０～８．０の間、最も好ましくは４．０
～７．０の間であってよい。延伸ステップ（ｄ）と、高テナシティ繊維の製造との組合せ
によって、実質的な効率の利点を有しながら、製造されたテープの横強度は実質的に影響
のないまま維持されることが確認された。
【００３４】
　ステップ（ｅ）では、層は温度Ｔｐで圧縮手段に供給される。温度Ｔｐは、当業者に周
知の手段を用いて層の加熱または冷却を行うことによって実現される。好ましくは温度Ｔ

ｐは、Ｔｍ－１Ｋ～Ｔｍ－３０Ｋの間、より好ましくはＴｍ－１Ｋ～Ｔｍ－１５Ｋの間、
最も好ましくはＴｍ－１Ｋ～Ｔｍ－５Ｋの間である。
【００３５】
　本発明の方法のステップ（ｆ）において、ポリマー繊維を含む層は、圧縮手段によって
圧縮される。好ましくは、圧縮手段は、カレンダー、平滑化装置、二重ベルトプレス、交
互プレス（ａｌｔｅｒｎａｔｉｎｇ　ｐｒｅｓｓ）であってよい。圧縮手段によって間隙
が形成され、それによって層が加工される。好ましくは、上記層は、少なくとも１ｍ／分
、より好ましくは少なくとも２ｍ／分、最も好ましくは少なくとも３ｍ／分のインライン
速度で上記間隙に通される。層に加えられる横圧力は、圧縮手段の形状によりＮ／ｍｍま
たはＮ／ｍｍ２の単位で表すことができる。圧縮手段がカレンダー、または狭い表面積に
圧縮を加える類似の圧縮手段である場合、ライン圧力は、少なくとも１００Ｎ／ｍｍ、よ
り好ましくは少なくとも２００Ｎ／ｍｍ、さらにより好ましくは少なくとも３００Ｎ／ｍ
ｍ、最も好ましくは少なくとも５００Ｎ／ｍｍである。圧縮手段がプレス機である場合、
すなわち圧縮が広い表面に加えられる場合、表面圧力は、少なくとも１Ｎ／ｍｍ２、より
好ましくは少なくとも５Ｎ／ｍｍ２、さらにより好ましくは少なくとも１０Ｎ／ｍｍ２、
最も好ましくは少なくとも２０Ｎ／ｍｍ２である。それぞれの圧力が大きいほど、繊維状
テープの横強度が高くなることが確認された。当技術分野において周知のように、カレン
ダーは、ロールに好ましくは一定の圧締力を加えることによってロールが互いに隣接する
場合にニップを形成する少なくとも２つの逆転カレンダーロールを含む。圧締力は、通常
はフォースゲージによって測定される。したがって、カレンダー加工のライン圧力は、フ
ォースゲージによって測定される圧締力を繊維の網目構造を含む層の幅に分割することに
よって容易に求めることができる。さらに当技術分野において一般に知られるように、プ
レス機は、ある好ましくは一定の圧締力を圧縮面に加えることによる、したがって少なく
とも２つの圧縮面の間の材料上にＮ／ｍｍ２の単位の圧力を加えることによる、少なくと
も２つの反対に作用する圧縮面を含む。
【００３６】
　本発明の方法の圧縮ステップ（ｆ）は、圧縮手段の温度Ｔｃを用いて行われ、ここでＴ
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ｃは、ポリマー繊維を含む層が圧縮手段に供給される温度Ｔｐよりも低い。好ましくは、
圧縮手段の温度は、Ｔｐよりも少なくとも３Ｋ低く、好ましくは層のＴｐよりも少なくと
も５Ｋ、より好ましくは少なくとも１０Ｋ、より好ましくは少なくとも２０Ｋ、さらによ
り好ましくは少なくとも３０Ｋ、最も好ましくは少なくとも５０Ｋ低い。本発明者らは、
驚くべきことに、圧縮手段のより低い温度を使用することで、機械的性質の最適化された
バランスを有するテープを得ることが可能なことを見出した。本発明による方法を使用す
ることで、最適化されたテナシティおよび横強度を有する繊維状テープを得ることが可能
なことを確認した。圧縮手段の温度は、内部加熱または冷却される圧縮手段を用いること
によって設定できる。上記温度への影響は、特に、圧縮手段の寸法（たとえばカレンダー
ロールの直径）、層が供給される温度（Ｔｐ）、インライン速度、および場合により、圧
縮手段を励起する製造後の繊維状テープの強制冷却などの圧縮手段を越える空間に加えら
れる温度によって生じる。圧縮手段の温度（Ｔｃ）は、本明細書では、圧縮される層に接
触する圧縮手段の表面の温度であると理解される。上記表面の温度が圧縮手段の異なる位
置で異なる場合、Ｔｃは、繊維状テープが圧縮手段から離れる位置で測定される。圧縮手
段がカレンダーである場合、カレンダーロールの直径は、好ましくは１００ｍｍ～１００
０ｍｍの間、より好ましくは２００ｍｍ～７００ｍｍの間、最も好ましくは３００ｍｍ～
６００ｍｍの間である。
【００３７】
　任意選択の一実施形態では、繊維状テープは、ステップ（ｇ）において最大１．１の延
伸比で延伸される。好ましくは繊維状テープの延伸比は、最大１．０５、より好ましくは
最大１．０３、最も好ましくは最大１．０１である。驚くべきことに、ポリマー繊維を圧
縮してテープを得た後の延伸比のこのような制限によって、さらに増加した横強度を有す
る繊維状テープを得ることが可能なことが確認された。
【００３８】
　本発明の方法は高配向ポリマー繊維を使用する。このような繊維は完全延伸繊維であっ
てよく、これは繊維が、繊維製品の製造に選択される最大限まで延伸されていることを意
味する。繊維製造業者は、典型的には安全限界を有するように製品を設計するので、過度
のさらなる延伸によって通常は繊維の破壊が生じるが、完全延伸繊維をさらに延伸するこ
とが可能である。本発明の方法の好ましい一実施形態では、ポリマー繊維を含む層は、ス
テップ（ａ）～（ｆ）の間に、１．０２～３．０、好ましくは１．０３～２．０、より好
ましくは１．０５～１．５、最も好ましくは１．０８～１．３の全延伸比で延伸される。
テープ製造中のこれらの好ましい延伸範囲によって、テープの強度および横強度のバラン
スが最適化されることが確認された。より高い延伸比によってテープのテナシティを増加
させることができるが、それによって横強度に悪影響が生じる場合がある。低すぎる延伸
比が使用されると、テープの横強度およびテナシティの両方に悪影響が生じる場合がある
。
【００３９】
　本明細書で前述したステップ（ｈ）では、テープの温度が少なくとも２５℃低下するよ
うに繊維状テープが冷却され、好ましくはテープは室温まで冷却される。
【００４０】
　したがって、本発明の方法の好ましい一実施形態では、ＴｐおよびＴｃは、Ｔｍ＞Ｔｐ

≧Ｔｍ－１５Ｋ、およびＴｃ≦Ｔｐ－１５Ｋのそれぞれの条件を考慮して選択される。さ
らなる好ましい一実施形態では、ＴｐおよびＴｃは、Ｔｍ＞Ｔｐ≧Ｔｍ－５Ｋ、およびＴ

ｃ≦Ｔｐ－３０Ｋの条件を考慮して選択される。本発明の方法が上記範囲内で実施される
場合、得られる繊維状テープは、テナシティおよび横強度を最適化されたバランスで有し
、欠陥数が実質的に減少した対弾道物品が得られるであろうことが確認された。
【００４１】
　本発明による好ましい方法の１つでは、繊維はポリマーとしてＵＨＭＷＰＥを含み、好
ましくはＵＨＭＷＰＥは、５ｄＬ／ｇ～４０ｄＬ／ｇの間、より好ましくは８～３０ｄＬ
／ｇの間、より好ましくは１０ｄＬ／ｇ～２５ｄＬ／ｇの間のＩＶ（デカリン中１３５℃
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で測定）を有する。ＵＨＭＷＰＥのこのような固有粘度の範囲によって、それより製造さ
れる繊維状テープの対弾道性能がさらに改善されることが確認された。
【００４２】
　本発明の方法によって、さらに、これまで得られなかったテープ、すなわち独特の組合
せの機械的性質を有するテープ、すなわち弾道特性と取り扱いの欠点との間のバランスが
取れたテープが製造可能である。特に、本発明によって、少なくとも１．２Ｎ／ｔｅｘの
テナシティ（ＴＳ）、および少なくとも０．５ＭＰａの横強度（Ｓｔｒ）を有する繊維状
テープが可能となる。好ましい一実施形態では、テープのテナシティおよび横強度は、式
１；
　Ｓｔｒ＝２ＭＰａ－ａ×ρ×ＴＳ　　式（１）
の関係に従い、式中、ＳｔｒはＭＰａの単位で表され、ρはｇ／ｍｍ３の単位での繊維の
密度であり、ＴＳはＮ／ｔｅｘの単位で表され、係数ａは最大６．５×１０－３であり、
より好ましくはａは最大５．０×１０－３であり、さらにより好ましくはａは最大４．０
×１０－３であり、最も好ましくは最大３．０×１０－３である。驚くべきことに、この
ようなテープは、対弾道製品の製造に使用する場合に優れた性能が得られる。このような
高い性能は、対弾道製品の分野では予期せぬことである。
【００４３】
　本発明はさらに、本発明の繊維状テープを含むシートおよび対弾物品等の製品に関する
。特に、本発明は、本発明による繊維状テープを含む少なくとも２つの単層、または本発
明による織物繊維状テープの少なくとも１つの層を含むシートに関する。好ましくは単層
は、一方向に整列された繊維状テープを含む。
【００４４】
　本発明のシートは、上記シートを形成するテープの間にバインダーを含有することもで
きる。バインダーの目的は、単層またはそれを含むシートの使用しやすさを改善するため
に上記繊維状テープを維持することであってよい。適切なバインダーは、たとえば欧州特
許第０１９１３０６　Ｂ１号明細書、欧州特許出願公開第１１７０９２５　Ａ１号明細書
、欧州特許第０６８３３７４　Ｂ１号明細書、および欧州特許出願公開第１１４４７４０
　Ａ１号明細書に記載されている。シートまたはそれより製造されるパネルが、バインダ
ーと、繊維状テープを互いに維持する目的のその他の材料とを実質的に有さない場合に、
良好な結果を得ることが可能なことが確認された。
【００４５】
　本明細書において、一方向に整列された繊維状テープの単層は、シート中の繊維状テー
プの大部分、たとえば上記単層中の繊維状テープの全質量の少なくとも７０質量％、より
好ましくは少なくとも９０質量％、最も好ましくは約１００質量％が共通の１つの方向に
沿っていることと理解される。少なくとも２つの単層を含むシートでは、１つの単層中の
繊維状テープの方向は、隣接する単層中の繊維状テープの方向に対してある角度αとなる
。横糸および縦糸の織物テープを含む織物繊維状テープの層では、横糸および縦糸の織物
繊維状テープの配向方向は角度βとなり、これらによるαおよびβのそれぞれは、好まし
くは２０～９０°の間、より好ましくは４５～９０°の間、最も好ましくは７５～９０°
の間であり、最も好ましくは角度αおよびβは約９０°である。
【００４６】
　好ましい一実施形態では、本発明のシートは、繊維状テープの機械的融着によって圧縮
される。上記機械的融着は、好ましくは、溶融接合が実質的に形成されない圧力、温度、
および時間の組合せの下で実現される。好ましくは、ＤＳＣ（１０Ｋ／分）によって検出
すると、検出可能な溶融接合が存在しない。検出可能な溶融接合が存在しないとは、試料
を３回分析した場合に、部分的に溶融再結晶化した繊維に対応する吸熱効果が全く見られ
ないことを意味する。繊維の融点よりも低い好適な温度で高圧を使用することによって、
検出可能な量の溶融再結晶化した繊維が存在しないことが分かり、これは溶融接合が実質
的に存在しないことと一致する。
【００４７】
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　したがって、本発明は、本発明の繊維状テープを含む圧縮シートにも関する。上記圧縮
シートは、当技術分野において周知の繊維状テープから製造した圧縮シートと比較すると
、より均一な外観を有することが確認された。前述のように、当技術分野において周知の
繊維状テープは、取り扱い時に長手方向に分裂しやすい。上記の従来技術の繊維状テープ
から製造したシートでは、分裂の形態の欠陥を確認することができる。テープ中の分裂の
存在によって、テープ中の重なりまたは間隙のために局所的な欠陥が生じうる。したがっ
て、本発明は、繊維状テープを含むシートであって、テープ中の分裂長さが５ｍ／ｍ２シ
ート未満、好ましくは２ｍ／ｍ２シート未満、さらにより好ましくは１ｍ／ｍ２シート未
満、最も好ましくは５０ｃｍ／ｍ２シート未満であるシートにも関する。テープを含むシ
ート中のこのような短い分裂長さによって、上記シートから製造される物品の対弾道性能
が改善されることが確認された。
【００４８】
　本発明は、本発明によるシートを含む対弾道物品にも関する。好ましくは、少なくとも
２枚、好ましくは少なくとも４枚、より好ましくは少なくとも８枚のシートを含む対弾道
物品。このような数のシートを含む対弾道物品は、当技術分野において周知の繊維状テー
プを含むシートと比較した場合に改善された対弾道特性を有することが確認された。
【００４９】
　好ましい一実施形態では、対弾道物品は、０．２５ｋｇ／ｍ２～２５０ｋｇ／ｍ２の間
、好ましくは０．５ｋｇ／ｍ２～１００ｋｇ／ｍ２の間、より好ましくは１ｋｇ／ｍ２～
７５ｋｇ／ｍ２の間、最も好ましくは２ｋｇ／ｍ２～５０ｋｇ／ｍ２の間の面密度を有す
る。
【００５０】
　さらに好ましい一実施形態では、本発明の対弾道物品はパネルである。パネルは、個別
のシートが、場合により高温下で圧縮されて、１つのモノリス構造を形成していることで
あると理解される。好ましくは、本発明のパネルは、パネルを得るためにポリマー繊維の
Ｔｍよりも低い温度、より好ましくは上記Ｔｍ～Ｔｍ－１００Ｋの間の温度、および少な
くとも１００ｂａｒ、より好ましくは少なくとも１５０ｂａｒの圧力で圧縮される。
【００５１】
　本発明によるテープを含むパネルは、高い構造的均一性を有し、したがって、当技術分
野において周知の繊維状テープを含むパネルと比較して対弾道特性のゆらぎが少ないパネ
ルが得られることが確認された。本発明者らは、分裂したテープでは、隣接するテープの
部分が、成形条件下で、中間テープの分裂部分に押し込まれることによって、局所的な繊
維および／またはテープのずれが生じうることを確認した。このようなテープの一部の移
動によって、対弾道パネルの構造的均一性が低下する。構造的不均一性は、たとえば圧縮
パネルの断面の顕微鏡分析によって観察することができ、この断面は、一方向に整列した
繊維状テープの共通の方向に対して垂直である。このような断面（図１および図２）中、
一方向に整列した繊維状テープは、別個の実質的に平行な帯（１）として観察できる。単
層（２）の分裂したテープによるずれは、２つの隣接する単層（３および４）のテープが
中間単層（２）のテープによって最初に分離する上記断面中の位置での互いの接点（５）
として現れうる。本発明の目的は、高い構造的均一性を有するパネル、すなわちそのよう
なテープの接点の数が減少したパネルを提供することである。したがって、本発明は、分
離テープとも呼ばれる少なくとも１つの中間テープによって分離された２つのテープ間に
ある数の接点を含む対弾道物品にも関し、接点の数は、１メートルの中間テープの幅の単
位当たり２０未満であり、一方、接点は、中間テープによって分離される２つのテープの
テープ間相互作用に相当し、中間テープの分離によってこれが生じる。このような接点は
、図１および図２に示されるように上記パネルの断面を分析する場合に、当業者によって
容易に数えることができる。
【００５２】
　本発明はさらに、本発明のパネルを含む装甲に関する。装甲の例としては、ヘルメット
、胸当て、乗り物の車体、および乗り物の扉が挙げられるが、これらに限定されるもので
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はない。
【００５３】
　本発明は、自動車用途、たとえば自動車部品など；海洋用途、たとえば船、ボート、パ
ネルなど；航空宇宙用途、たとえば飛行機、ヘリコプター、パネルなど；防衛／生命保護
用途、たとえば弾道保護、ボディアーマー、弾道ベスト、盾、弾道ヘルメット、弾道ロケ
ット保護など；建築用途、たとえば窓、ドア、壁、仮壁、貨物口、貨物壁、レードーム、
シールドなどの製品にさらに関し、上記製品は、本発明のテープ、シート、またはパネル
を含有する。
【図面の簡単な説明】
【００５４】
【図１】図１は、本発明による繊維状テープの単層を含むパネルの断面（１）の一部を示
す光学顕微鏡写真である。
【図２】図２は、本発明による繊維状テープの単層を含むパネルの断面（１）の一部を示
す光学顕微鏡写真である。
【００５５】
　図１及び図２は、２つの異なるスケールでの光学顕微鏡写真を示しており、本発明によ
る繊維状テープの単層を含むパネルの断面（１）の一部を示している。繊維が断面に対し
て実質的に平行である単層は、繊維が断面に対して実質的に垂直な単層（２）よりも明る
い影（３および４）となっている。図中の位置（５）は、単層（２）のテープの分裂部分
を示しており、その分裂部分は、それぞれ隣接する単層（３）および（４）のテープで埋
まっている。
【００５６】
　本発明は、以下の実施例を用いてさらに説明されるが、これらに実施例に限定されるも
のではない。
【００５７】
［実験］
［測定方法］
　・パネルまたはシートの面密度（ＡＤ）は、好ましくは０．４ｍ×０．４ｍの試料の重
量を０．１ｇの誤差で測定することによって求めた。テープの面密度は、好ましくは１．
０ｍ×０．０３ｍの試料の重量を０．１ｇの誤差で測定することによって求めた。
　・固有粘度（ＩＶ）は、ＡＳＴＭ－Ｄ１６０１／２００４に準拠して、１３５℃におい
て、１６時間の溶解時間で、２ｇ／ｌ溶液の量のＤＢＰＣを酸化防止剤として有するデカ
リン中、異なる濃度で測定した粘度をゼロ濃度に外挿することにより求められる。ＩＶと
Ｍｗとの間にいくつかの実験的関係が存在するが、このような関係はモル質量分布に大き
く依存する。式Ｍｗ＝５．３７×１０４［ＩＶ］１．３７（欧州特許出願公開第０５０４
９５４　Ａ１号明細書参照）の式に基づくと、４．５ｄｌ／ｇのＩＶは約４２２ｋｇ／ｍ
ｏｌのＭｗと同等となる。
　・ポリエチレンまたはＵＨＭＷＰＥ試料中の側鎖は、厚さ２ｍｍの圧縮成形したフィル
ムに対するＦＴＩＲによって、ＮＭＲ測定に基づいた較正曲線を使用して１３７５ｃｍ－

１における吸収を定量することによって求められる（たとえば欧州特許第０　２６９　１
５１号明細書などに示される）。
　・繊維の引張特性、すなわち強度およびモジュラスは、５００ｍｍの繊維の公称ゲージ
長さ、５０％／分のクロスヘッド速度、およびＦｉｂｒｅ　Ｇｒｉｐ　Ｄ５６１８Ｃの種
類のインストロン（Ｉｎｓｔｒｏｎ）２７１４クランプを用いて、ＡＳＴＭ　Ｄ８８５Ｍ
に規定されるようにマルチフィラメントヤーンに対して測定した。強度を計算するために
、測定した引張力を、１０メートルの繊維を秤量することによって求められるタイターに
よって割り；ＧＰａの単位の値は、ポリマーの本来の密度（ρ）を仮定して計算され、た
とえばＵＨＭＷＰＥの場合は０．９７ｇ／ｃｍ３である。
　　テープおよびフィルムの引張特性は、１メートル当たり４０回撚られた幅２ｍｍのテ
ープに対して求められる。
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　・テープの横強度は、Ｚｗｉｃｋ　Ｚ００５引張試験機に１ｋＮのフォースセルと、手
動式Ｇ１３ＴおよびＧ１３Ｂテープクランプとを用いて測定される。試験試料は、テープ
を２５０ｍｍのストリップに手で切断することで作製される。試験試料の作製中、テープ
の意図せぬ部分的分裂を避けるため注意を払うべきである。整った２５０ｍｍのストリッ
プに切断することが不可能であることが判明した試料は、横強度が０ＭＰａと割り当てら
れる。試料のクランプ長さは６０ｍｍであり、クランプ間の距離は２０ｍｍである。予備
荷重は０．１Ｎであり、試験は５０ｍｍ／分の速度で行われる。最大の力によって横強度
が求められる。ＭＰａの単位の強度は、ｍｍの単位の試料の幅および厚さで割ることによ
って計算される。したがって、Ｎ／ｍｍ２の単位の破壊応力が得られ、これはＭＰａの単
位の破壊応力と同一である。５つの試料の平均が報告される。
　・フィラメントの溶融温度（Ｔｍ）は、インジウムおよびスズを用いて較正し、５ｍｇ
の試料に対して１０Ｋ／分の加熱速度を使用して、電力補償型のパーキンエルマー（Ｐｅ
ｒｋｉｎＥｌｍｅｒ）ＤＳＣ－７測定装置上でＤＳＣによって求められる。ＤＳＣ－７測
定装置の較正（２点温度較正）のために、約５ｍｇのインジウムおよび約５ｍｇのスズが
使用され、どちらも少なくとも小数点以下２桁まで秤量される。インジウムは温度および
熱流量の両方の較正に使用され、スズは温度較正のみに使用される。
　・弾道性能は、さらに示される弾薬を用いて行われる射撃試験をパネルに対して行うこ
とによって測定した。第１の弾丸は、弾丸の５０％が停止すると予想される発射体速度（
Ｖ５０）で発射した。衝突前の短距離で実際の銃弾速度を測定した。停止した場合、次の
弾丸は、前回の速度よりも１０％早い予想速度で発射した。貫通した場合、次の弾丸は、
前回の速度よりも１０％遅いと予想される速度で発射した。実験的に得られるＶ５０値の
結果は、２つの最も速い停止と２つの最も遅い貫通との平均とした。Ｖ５０における弾丸
の運動エネルギー（Ｅｋｉｎ＝１／２×ｍ×Ｖ５０

２）（式中、ｍは発射体の質量である
）を、装甲の面密度で割ることによって、いわゆるＥａｂｓ値が求められる。Ｅａｂｓは
、装甲の重量／厚さに対する装甲の阻止能を反映している。Ｅａｂｓが大きいこと、装甲
がより良好となる。
　・発射体の速度は、発射体の進路に対して垂直に配置された１組のＤｒｅｌｌｏ　Ｉｎ
ｆｒａｒｅｄ（ＩＲ）ライトスクリーン（ｌｉｇｈｔ　ｓｃｒｅｅｎ）Ｔｙｐｅ　ＬＳ１
９ｉ３を用いて測定した。発射体が第１のライトスクリーンを通過する瞬間に、ＩＲビー
ムの擾乱のために第１の電気パルスが発生する。発射体が第２のライトスクリーンを通過
するときに第２の電気パルスが発生する。第１および第２の電気パルスが発生した時間を
記録し、ライトスクリード（ｌｉｇｈｔ　ｓｃｒｅｅｄ）間の距離が分かれば、直ちに発
射体の速度を求めることができる。
　・パネル中のテープ間の接点は、パネルの研磨断面の光学顕微鏡法によって求められる
。接点の数は少なくとも１×５ｍｍ２の断面上で数えられる。１×５ｍｍ２の上記断面中
に存在する断面が形成されたテープ全幅（単位ｍ）は、０．００５ｍの断面長さに、目に
見える断面のテープ数を掛けることによって、すなわち高さをテープの厚さで割ることに
よって計算される。
【００５８】
［一般的実験構成］
　８つのマルチフィラメントＵＨＭＷＰＥヤーンを並べて、約５０ミクロンの全厚さおよ
び約３ｃｍの幅のフィラメントの均一層を形成した。このフィラメント層を、それぞれ直
径４０ｃｍおよび幅４ｃｍの２つの逆転カレンダーロールの組に通した。この温度制御さ
れたロールは、５３０ｃｍ／分の速度に設定され、１７５０Ｎ／ｍｍの圧力をフィラメン
ト層に加えた。カレンダーロールの後に配置されたさらなるローラースタンドによって、
カレンダーロールのニップを出たテープに約８０Ｎの引張力が加えられ、形成された繊維
状テープに場合により後延伸が行われ、次に８０℃未満の温度まで空気乾燥され、ボビン
上に巻き取った。
【００５９】
［比較実験Ａ］
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　３．１Ｎ／ｔｅｘのテナシティおよび約５０ｐｐｍのパラフィン系溶媒量を有するマル
チフィラメントＵＨＭＷＰＥヤーンに対して、前述の一般的実験構成を実施した。カレン
ダーロールは１６１℃に加熱した。得られた繊維状テープＡは、４７．２マイクロメート
ルの平均厚さ、２８ｍｍの幅、９５７ｄｔｅｘのタイター、および３．０１Ｎ／ｔｅｘの
テナシティを有した。このテープの横強度は０．３９ＭＰａであった。
【００６０】
［比較実験Ｂ］
　カレンダーロールの前に、フィラメントに引張力を加える２つのローラースタンドの間
の１４３℃の温度の強制空気対流オーブンを配置したことを除けば、比較実験Ａを繰り返
した。１６０℃の温度に設定したカレンダーロールに入る前に、フィラメント層の延伸比
が１．１２となるように引張力を調整した。得られた繊維状テープＢは、４７マイクロメ
ートルの平均厚さ、２９ｍｍの幅、９６８ｄｔｅｘのタイター、および２．８３Ｎ／ｔｅ
ｘのテナシティを有した。このテープの横強度は０．４１ＭＰａであった。
【００６１】
［実施例１］
　比較実験Ｂを繰り返し、１３９℃の温度に設定したカレンダーロールに入れる前に、延
伸したフィラメント層を、１５７℃の加熱面上に、長さ約３ｃｍの加熱面との接触経路で
通すことを付け加えた。得られた繊維状テープ１は、３９．６マイクロメートルの平均厚
さ、３０ｍｍの幅、７５１ｄｔｅｘのタイター、および３．１９Ｎ／ｔｅｘのテナシティ
を有した。このテープの横強度は０．６０ＭＰａであり、これはテープＢの横強度に対し
て約５０％の改善を示している。

【図１】

【図２】
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